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１．はじめに 

国総研で開発した社会資本整備を対象とするライ

フサイクルアセスメント技術（社会資本LCA）によっ

て、社会資本整備を始めとする建設分野の二酸化炭

素（CO2）排出量の計算が可能となった。 

建設分野の低炭素化には社会資本LCAの実用化が

必要であり、そのためには様々な技術が評価できる

「汎用性」が求められる。これまで社会資本LCAでの

評価方法が確定していない技術に「長寿命化技術」

があり、国総研ではこの評価方法について検討を行

った。また、その他の技術についてのCO2削減効果を

評価し、その評価結果から「今後の低炭素化の展望」

について検討を行った。 
 

２．長寿命化技術の評価方法の検討 

長寿命化技術は施工・補修補強時に多くのCO2を排

出するが、評価対象とする「期間」全体で考えた場

合に従来技術よりCO2排出量を削減できる可能性があ

る。例えば、「期間」を構造物の耐用年数で設定す

ると長寿命化の効果が評価されるが、一方で実際に

は耐用年数より前に取り壊された場合に過大評価と

なる可能性がある。将来の不確定要素を考慮し「期

間」を短く設定すると、過大評価は解消されるもの

の長寿命化の効果が評価されないこととなる。 

コンクリート構造物への塗布でひび割れ防止等が

期待されるコンクリート改質剤を対象とした分析例

が図-1である。この技術で橋梁の劣化速度が2割低下

すると仮定して耐用年数を50年から60年に延ばした

場合、「期間」を耐用

年数で設定すると長寿

命化技術が有利だが、

耐用年数前の40年・20

年で架け替えると逆転

する結果となった。 

今後は条件別の「期間」設定方針を定め、長寿命

化技術の評価が可能となるよう社会資本LCAの汎用

性の向上を図る予定である。 
 

３．低炭素技術による二酸化炭素削減効果の評価 

長寿命化技術以外の大半の技術は、社会資本LCA

において評価が可能である。27の低炭素技術を対象

にCO2排出量とコストを算出した結果が図-2である。 

 
 

 

 

 

 

図-2 CO2排出量削減率とコスト増減の関係 
 
対象とした低炭素技術の多くが「② コスト・CO2排

出量ともに削減される技術」に属した。この結果から、

コスト縮減技術の別の側面としてCO2排出量も削減さ

れる技術の開発は比較的進んでいることが推察された。 

なお、27の対象技術が将来どの程度採用され得る

かを予想し、その採用予想件数に各技術のCO2削減量

を乗じることによって、低炭素技術の採用による日

本全体でのCO2削減効果が約40万t-CO2と示唆された。 
 

４．おわりに 

低炭素社会の実現に向けて社会資本LCAを制度に

導入することが有効であり、今後も継続的に検討を

進める予定である。本稿の検討においては、指標統

合委員会（座長：藤田 国立環境研究所室長）･LCI

計算WG（座長：靏巻 和歌山高専教授）の方々に様々

ご協力を賜った。ここに深く謝意を表したい。 
 

【参考】 

1) 国総研プロジェクト研究報告第36号 社会資本のライ

フサイクルをとおした環境評価技術の開発 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/kpr/prn0036.htm  

写真 写真 写真 

C H
I

O

P
S

U

W

X

Y
ZAA

AC

AD

0

20

40

60

80

100

-100 -80 -60 -40 -20 0 20 40 60 80 100

CO
2排

出
削
減
率
（
%
）

工事コスト増加率（%）

①： コスト減、CO2大幅減 

②： コスト・CO2ともに減 

③： コスト微増、CO2減 

④： コスト増、CO2減 

① 

② 

③ ④ 

図-1 分析例(ｺﾝｸﾘｰﾄ改質剤) 
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１．はじめに 

 近年、日本各地において時間50mm以上の豪雨、さ

らには10分間程度の短時間に集中する豪雨の発生が

頻繁に見られるようになっている。各都市において

は浸水被害を防ぐための対策が進められているが、

長期的に見ると降雨の特性が変化し、既存の浸水対

策のみでは将来的な豪雨増加に対応できなくなる可

能性がある。そこで国総研では、豪雨増加への対策

検討と、それを考慮した雨水対策計画策定にあたっ

ての課題点抽出や改善策の検討を行っている。 

２．豪雨発生頻度の増加への対応策 

 全国的には50年後の5年・10年確率の10分・60分降

雨強度が、現在のそれらに対して最大で1.3～1.4倍

程度に増加するという過年度成果1)をベースに、下

表の降雨シナリオについて、浸水対策の効果発現性

や実行可能性の観点から、対策手法の類型化を行っ

た。雨水調整池、貯留管等のピークカット型の対策

や、増補管、バイパス管等の排水能力アップの対策

は、いずれの降雨シナリオにも効果的と評価された。

降雨シナリオAに対しては管路の相互接続や道路雨

水ます蓋のグレーチング蓋への取替え等、降雨シナ

リオBに対しては大規模幹線のネットワーク化、ポン

プ場の新設・増設等が有効な対策として挙げられた。 

 また、各地区の浸水要因に応じた浸水対策内容を

定量的に整理するため、排水面積が異なる2つの仮想

排水区を用いたシミュレーションを実施した。枝線

排水域レベルの区域や短時間豪雨に対してはピーク

カット型の貯留施設が効果的であり、幹線排水域レ

ベルの区域で長時間続く豪雨に対しては排水域全体

のレベルアップとして、流下施設、貯留施設等の対

策施設を組み合わせて、面的に対策し排水能力を上

げることが重要であることが示された。 

３．雨水対策計画策定手法の課題点・改善点 

 将来的な豪雨増加への対応として複数の浸水対策

の組合せを検討するにあたり、不定流解析モデルの

ニーズは高まると考えられる。そこで、政令指定都

市、中核市など24自治体を対象としたアンケート調

査等を行い、不定流解析モデルの適用事例やメリッ

ト・デメリット等を整理し、合理式ベースの手法と

不定流解析モデルを用いた手法を対象に、対策検討

の内容に応じた設計手法の最適選択方法を提示した。 

 今後、不定流解析モデル使用時の留意事項の一つ

である、キャリブレーションにおける総流量やピー

ク流量、波形といった流量項目の誤差が施設計画の

規模や対策効果に与える影響について、実排水区の

データを用いたシミュレーションにより、定量的に

整理する予定である。 

【参考】 

1) 国総研資料 No.654 pp.21-36 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0654.htm 

 表 降雨シナリオの設定 

 降雨シナリオA 降雨シナリオB 降雨シナリオC 
対象 
降雨 

10分間降雨強度 計画超過 計画内 計画超過 
60分間降雨強度 計画内 計画超過 計画超過 

計画超過降雨の特性 

• 降雨継続時間は短い 
• 10分降雨強度が強い 
• 総降雨量は少ない 
• 降雨区域は局所的 

• 降雨継続時間は長い 
• 60分降雨強度が強い 
• 総降雨量は多い 
• 降雨区域は広域的 

• 降雨継続時間は長い 
• 10分・60分降雨強度が強い 
• 総降雨量は多い 
• 降雨区域は広域的 

想定される降雨 局所的な短時間集中豪雨 
これまでの下水道整備水準（60分間
雨量）を越える豪雨（台風など） 

既往最大降雨など、これまでの下水道
整備水準を大きく越える集中豪雨 

想定される 
主な浸水原因 

枝線（到達時間の短い排水
域）の流下能力不足 幹線の流下能力不足 幹線・枝線といった排水域全体の流下

能力不足 
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